





































新型コロナウイルス感染症に
関連する特例制度のご案内

令和２年12月１日現在

制度名 貸付限度額 使途 返済期間 申込先利率

2,000万円
別枠 1,000万円

別枠　
8,000万円

運転
設備

７年以内
１０年以内

経営改善貸付
（金利引下げ）

経営支援特別融資

新型コロナウイルス
感染症対応資金

4,000万円

3,000万円

相談窓口：秋葉区役所産業振興課　商工観光係

基準利率：－0.9％
４年目以降は基準利率

（据置期間５年以内）
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融 

公 

庫

※経営改善貸付は、無担保・無保証人融資制度です｡(通称：マル経融資）

融資対象者は、下記の要件を全て満たした方のみとなります。
①コロナウイルス感染症の影響により最近１か月の売上高が前年または前々年
の同期と比較して５％以上減少
②原則として６ヶ月以上、商工会議所の経営指導を受けている方
③最近１年以上、新潟市秋葉区(新津地域)内で事業を営んでいる方
④常時使用する従業員が商業・飲食業・サービス業では５人以下（宿泊業及び
娯楽業は２０人以下）、製造業・その他業種では２０人以下の法人・個人事業
主の方
⑤所得税、法人税等の納期到来分の税金を完納されている方

【特別利子補給制度について】
マル経融資（別枠）または新型コロナウイルス感染症特別貸付けを受けている
方であり、下記のいずれかの要件に該当する方は、後日、利息部分について、
いわゆる利子補給の制度が政府において設けられることになっており、利子補
給を受けることで、当初３年間は実質的に無利子でご利用頂けます。
①小規模事業者（個人）　  ：要件なし
②小規模事業者（法人）　  ：売上高▲15％減少
③中小企業者（①、②以外）：売上高▲20％減少

対象者：コロナウイルス感染症の影響により最近１か月の
売上高が前年または前々年の同期と比較して5％以上減少
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1.21％
別枠：0.31％（当初3年間）
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新
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運転
設備

１５年以内
２０年以内

１０年以内

運転
設備
借換

運転

１０年以内
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関

新型コロナウイルス
感染症特別貸付

1.15％～1.75％
一定の要件を満た
すと３年間無利子、
保証料ゼロ

1.5％～2.2％
（保証料補助あり）

花と鉄道と石油の秋葉区

荻  川  店パ ル ス 店

小 須 戸 店

ベルシティ店

白  根  店加  茂  店

加茂五番町店 五  泉  店

●広告募集中！●
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【中小法人・個人事業者のための】

じぞくかきゅうふきん

持続化給付金とは、新型コロナウイルス感染症拡大により、特に大きな
影響を受ける事業者の皆様に、事業の継続を支え、再起の糧としていた
だくため、事業全般に広く使える給付金として支給するものです。

給付内容

持続化給付金相談窓口

持 続 化 給 付 金

※今までと同じ制度であり、一度給付を受けた方は、再度給付申請することができません。

中堅・中小企業、

小規模事業者

給付額 前年の総売上（事業収入）－（前年同月比▲50％月の売上×12ヶ月）

上限200万円
フリーランスを

含む個人事業者 上限100万円

®

申請期間は令和３年１月15日（金）までです。

申請期間は令和３年１月15日（金）までです。

　

令
和
２
年
11
月
20
日

（金）
当

所
に
於
い
て
、
第
２
回
通
常

総
会
が
開
催
さ
れ
ま
し
た
。

　

当
日
は
会
場
入
室
の
際
の

検
温
や
マ
ス
ク
着
用
の
徹
底
、

換
気
、
参
加
者
の
ソ
ー
シ
ャ

ル
デ
ィ
ス
タ
ン
ス
を
保
ち
、

充
分
に
注
意
し
た
上
で
の
開

催
と
な
り
ま
し
た
。

　

次
年
度
令
和
３
年
度
会
長

予
定
者
に
柳
田
慎
剛
君
（
江

戸
屋
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
店
）
が

承
認
さ
れ
、「
こ
の
コ
ロ
ナ
禍

で
来
年
度
の
社
会
情
勢
の
先

行
き
が
見
え
な
い
が
会
員
一

丸
と
な
っ
て
地
元
の
力
に
な

り
た
い
。
」

と
の
挨
拶
が
あ
り
ま
し
た
。

　

本
来
で
あ
れ
ば
総
会
後
は

今
年
１
年
を
労
う
忘
年
会
を

開
催
す
る
予
定
で
し
た
が
、

新
型
コ
ロ
ナ
感
染
防
止
の
観

点
か
ら
今
回
は
中
止
と
い
た

し
ま
し
た
。

　

令
和
３
年
度
は
新
潟
県
連

会
長
も
輩
出
す
る
年
、
更
に

令
和
４
年
度
は
新
津
Ｙ
Ｅ
Ｇ

創
立
30
周
年
を
控
え
て
お
り

ま
す
の
で
準
備
期
間
と
し
て

も
非
常
に
大
切
な
年
度
に
な

り
ま
す
。

　

今
後
の
新
津
Ｙ
Ｅ
Ｇ
の
活

動
に
も
ぜ
ひ
ご
注
目
く
だ
さ

い
。

家賃支援給付金
家賃支援給付金とは？
５月の緊急事態宣言の延長等により、
売上の減少に直面する事業者の事業継続を下支えするため、

を支給します。

※医療法人、農業法人、ＮＰＯ法人、社会福祉法人など、会社以外の法人も幅広く対象。

支給対象（①②③すべてを満たす事業者）

給付額

算定方法

①資本金10億円未満の

※

法人に 、個人事業者に を一括支給。

における

に基づき算定した

② の売上高について、

　・ で前年同月比 または、

　・ の合計で前年同期比

③ する土地・建物の

75万円以下 支払賃料×２/３

75万円超
50万円＋［支払賃料の75万円の超過分×1/３］

※ただし、100万円（月額）が上限

37.5万円以下 支払賃料×２/３

37.5万円超
25万円＋［支払賃料の37.5万円の超過分×1/３］

※ただし、50万円（月額）が上限

詳細はポータルサイトを
ご確認下さい。


